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はじめに
いわゆる機会の平等と結果の平等という 2つの
平等概念の対立は，ある種，永遠の対立として，
平等権，ないし基本的人権としての平等を巡る議
論の中心的問題として論じられてきた。これに対
して，近年，新たな平等概念として，「過程の平
等（equalityof process）」を提示する動きが少
しず、つ広がってきており（1），今後，この過程の平
等も踏まえての，平等権を巡る議論のさらなる深
化が期待されている。しかし，その概念自体が新
しいこと，また，「機会」あるいは「結果Jに対
して，「過程」の意味内容が明確には捉えにくい
ことなどの理由から（2），いまだ明確な共通認識の
上に立って，この過程の平等を巡る議論が展開さ
れる段階には至っていない。そこで本稿では，今
後の議論の発展に資するべく，この第三の平等概
念とも言うべき過程の平等について，その概念の
明確化に向けての前段階の作業として，これまで
に提示されてきた議論の整理を図りたいと思う。
具体的には，内外の様々な論者によって提示さ
れてきた過程の平等を巡る議論を検証し，各論者
がどのような意味合いにおいて，この「過程の平
等（equalityof process）」という用語を用いて
きたかを明らかにするという形で，本稿の議論は
進めていくつもりである。そしてその過程におい
て，各論者の聞において，ある程度の共通認識が
見出されるならば，それらについてもまとめてみ
たい。ただ，そもそも過程の平等を巡っては，機
会の平等や結果の平等のような形では，明確な共
＊早稲田大学教育学部非常勤講師
通認識が成立していないという前提認識から，本
稿の議論が始まっているというのも事実であって，
実際，地域的，あるいは時間的など様々な要因に
より限定された一部の論者の問で，辛うじてそう
した共通認識が成立する余地があるものと推測し
ている。
以下，このような基本姿勢に立って，まず日本
における今日までの状況について整理したのち，
先行事例として，日本と関係の深いアメリカに加
え，同じ英米法文化圏に属する英語国でありなが
らも，それぞれに異なる様相を見せている，カナ
ダ，オーストラリアの事例についても検証してい
きたい。そして最後にこれらの検証の結果をまと
めた上で，試論として，「過程の平等」の概念化
の可能性を探りたい。
1. 日本における議論
日本において，「過程の平等Jが言及されるよ
うになったのは， 1990年代後半に，労働経済学
の分野において，主に企業における人事管理論上
の問題として議論されるようになってからである。
近年では，国会内の委員会審議における発言（3）に
も，過程の平等についての言及が見られ，人事管
理論上の問題にとどまらず，人権問題としても意
識され始めてきている様子がうかがえる。
しかし，そうした議論の具体的内容に目を向け
てみると，この「過程の平等Jが語られる文脈も
さることながら，各論者がこの言葉に込める意味
内容にもまた，かなりの違いがあることが見えて
くる。以下，こうした点を中心に，日本における
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過程の平等を巡る議論を検証して行きたい。
まず，日本における過程の平等論の主唱者であ
る玄固有史氏の議論を取り上げるが，同氏は過程
の平等について，以下のように説明している。
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「しかしながら，ポジティブ・アクションは，
けっして結果の平等を志向するものでもない。
むしろ，そこで求められるのは，機会の平等と
結果の平等以外の，第三の平等観の確立である。
それは過程（プロセス）の平等という概念であ
る。
（中略）
過程の平等とは何かについて，人的資源管理
論の研究者である守島基博氏は，こう説明して
いる。過程の公平は，評価対象のすべての人に
平等なかたちで，情報が公開され，発言の機会
が確保され， トラブルを避けるための努力がな
されることのみで実現される。機会の平等だけ
でなく，過程の平等があってはじめて，働く人
びとは，会社や上司に対して信頼を感じること
ができるのだ，と。
（中略）
人が働きがいを失うきっかけとなるのは，多
くの場合，過程の平等が満たされていないから
である。仕事を遂行する過程で，なぜ自分に現
在の環境が与えられているのか，会社や上司か
ら納得のいく説明を，本人としては何も「きい
ていない」のだ。そのとき，人は会社への信頼
感を失い，本当の意味での不平等をおぽえる。
男女の聞に横たわる事実上の格差を解消しよ
うとするポジティプ・アクションのような｛動き
が重要なのは，働く社会に，機会の平等だけで
なく，新しく過程の平等という考え方に目を向
けさせることを喚起しているからである。」（4)
「では，ポジティプ・アクションとは何かとい
うと，多分機会の平等と結果の平等の聞にある
過程の平等だろうというイメージがあります。
例えば100m競走の例でいきますと，例えばオ
リンピックの決勝戦などを見てみますと，第 1
コースから第7コースに人が並んでいる。第 1
コースから第7コースのうち，いちばん有利な
のが第4コースです。つまり，いちばん風の影
響を受付にくい，ないしはニュートラノレの影響
を受ける。もしスタートラインが一緒でも，特
定の人だけいつも第4コースを走る権利が事実
上与えられている。それに対して，特定の人が
いつも第1コースか第7コースになっているこ
とが事実上あるとすれば，それは変えていかな
ければ，いくら「ヨーイドン」で同じだからと
いって，機会の平等が保たれているからいいの
ではないかということには，きっとならないと
思います。そういう面では，みんなが平等に第
4コースに行く権利が与えられているか，とき
には，いつも第1コースの人が，たまには第4
コースを走れるのか，走るチャンスが与えられ
ているのかということが，多分ここで言う過程
の平等にいちばん近いのではないかと思いま
す。」（5)
次いで，上記において玄田氏も言及している守
島基博氏の議論を紹介するが，同氏の議論に関し
ては，留意すべき非常に重要な論点が存在するの
で，この点について先に説明しておきたい。それ
は，守島氏が論じているのは「過程の公平性」で
あって，「過程の平等Jではないということであ
る。より具体的に述べるならば，守島氏は企業経
営，ないし組織運営における人事管理上の視点か
ら，「過程の公平性jを論じているのであって，
憲法上の人権としての平等権，ないし法の下の平
等のー形態として「過程の平等」を論じているわ
けではないということである。
しかし，そうであるからと言って，日本におけ
る過程の平等を巡る議論を検証するにあたって，
守島氏の議論をその対象から外すことは適当で、は
ない，というより，誤りと言ってもよいであろう。
それは，上記の玄田氏の記述にも明らかにされて
いるように，守島氏の過程の公平性論は，その後
の過程の平等論にとって，非常に重要な先行研究
となっているためである。そして，玄田氏が，守
島氏の議論について，「過程の公平性」論として
正確に記述した上で，自身の過程の平等論の説明
に引用しているように，その意味内容については，
非常に似通ったものとなっている。過程の平等論
の領域において守島氏の議論を論ずる際には，こ
うした相違点や共通点について十分留意しておく
必要がある。守島氏は，その主唱する過程の公平
性について，以下のように説明している。
「この論文では，わが国の大企業における雇用
関係の変化にともない，結果の公平性（distrib-
utive justice）から，過程の公平性（procedural
justice）に，人的資源管理システムの焦点を移
していかなくてはならないことを議論する。な
ぜならば，これまでのように従業員と企業が，
暗黙の交換関係のなかで長期的に収支をあわせ
てきたような雇用関係が崩れはじめているから
である。それに代わって，個別の交換内容をは
っきりさせ，短期的に決済するような雇用関係
が増えてきたことが明らかになってきている。
その結果，個人個人の企業への貢献の内容を厳
密に評価し，それに対する企業の報酬義務を明
確にするための，評価・処遇システムの透明
性・納得性が重要になりつつある。これを過程
の公平性と呼ぶ。」（6)
「具体的に過程の公平性は，大きく 3つの部分
からなっていると考えられる。第 1が，情報公
開であり，第2が，苦情処理，第3が，意思決
定過程での発言である。これらは，これまでの
研究において明らかにされてきた分類（Feuille
and Delaney, 1992）を，わが国の実情にあわせ
て再構成したものである。J(7) 
「過程の公平性は，考課や処遇の結果にかかわ
る公平性（結果の公平性とよばれる）とは区別
され，評価の手続きや基準などの公開，上司と
の話し合い，苦情処理システムの整備などで高
めることのできる公平性・納得性であり，手続
きの公平性とよぶ学者もいる。
（中略）
より具体的には，過程の公平性は，人事考課
手続きの公平性として，人事考課の基準や評価
の結果が，従業員に公開されていることが重要
になる。また，処遇に関する苦情処理などのシ
ステムが効果的に整備されている必要があ
る。J(8) 
「過程の公平性とは，これまでの研究で，「資
早積回政治経済摩雑誌 No.356,2004, 67-83 
源の配分を決定する方法や制度，プロセスに関
する公平性」（Folgerand Crapanzano, 1998; p. 
26）という定義がなされている。そしてほとん
どの場合，過程の公平性に関する研究は，なん
らかの資源配分に関わる意思決定プロセスもし
くは紛争の処理にかんする意思決定プロセスの
公平性を扱う場合がほとんどだった。その意味
で意思決定または資源配分の結果に関わる公平
性（つまり，結果の公平性）と区別される。
またこれまでの研究は主に心理学的なアプロ
ーチからなされた場合が多く，ほとんどの経験
的研究では，プロセスや制度が公平であると参
加者に認識されるための条件を問題にしてきた。
したがって過程の公平性とはいっても，ここで
の研究対象は「認識された過程の公平性jであ
る。本論文でも同じ意味で過程の公平性を扱う。
そして，上記のような定義を組織や企業内で
の「資源の分配jに限定したときに主に応用対
象として用いられるのが，組織内報酬の分配に
関わる意思決定である。人的資源管理システム
のなかで，具体的には評価システムと処遇（給
与・昇進）決定システムだろう。組織行動論や
人的資源管理論での応用はほとんどの場合，な
んらかのかたちで評価システム・処遇決定シス
テムを問題にしてきたといってもよい（展望に
ついては， Folgerand Crapanzano, 1998をみ
よ）。
さらに，これらの研究では，過程の公平性の
基礎を「（意思決定）過程への影響力もしくはコ
ントロール」（processcontorol) という考え方
においている。この考え方を簡単に言ってしま
えば，意思決定過程の参加者がみずから意思決
定を下す権利は持たないが，決定過程に対して
何らかの影響力をもっ場合に，その意思決定シ
ステムについて公平感や納得感を高める，とい
うものである。みずから意思決定を下す権利を
持つ場合，参加者は「決定のコントロール」
(dicision contorol)をもっといわれ，それと対
比される概念が，「過程への影響力」である。つ
まり，参加者は意思決定過程に影響力をもっ場
合，たとえ決定を実際に下さなくても，そのシ
ステムに納得感や公平感をもっ。
ここで組織内の資源配分過程，とくに評価や
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処遇の決定システムを考えた場合，意思決定の
コントローノレをもつのは上司や人事部である。
そして過程の公平性は，部下などの被評価者が
どれだけどのようなタイプの過程への影響力を
もつかという点に関わってくる。」（9)
以上，過程の平等を巡る議論における主要な論
者である，玄田氏，及び守島氏の論ずるところを
紹介してきたが，正確に言うならば，「過程の平
等」について論じているのは玄田氏だげである。
そこで，日本における議論のまとめについては，
玄田氏の過程の平等論を中心にして進めていきた
しユ。
玄田氏の過程の平等の捉え方をまとめてみると，
まず，その「平等」を実現，確保するための，情
報公開，苦情処理などを具体的内容とするシステ
ムの基本構造は，守島氏が過程の「公平性」につ
いて主張するところを基本的に踏襲していること
がわかる。しかし，守島氏が，基本的にー企業内
での処遇格差の公平性を念頭に置いているのに対
し，玄田氏は，社会における男女間のさまざまな
事実上の格差に議論の対象を拡大しているという
点で，両者の議論は異なっている。この点は，単
に「公平性」を「平等」に言い換えたにとどまら
ず，実は見た目以上の，論理構成上の違いにつな
がっている。
守島氏は，企業経営の効率化，合理化を最終的
な目的として，そのための中間目標として，処遇
格差に対する従業員の公平感，納得感の確保を設
定し，そのための手段として過程の公平性を確保
することの重要性を説いている。これに対して，
玄田氏が議論の焦点を合わせる男女聞の事実上の
格差というものは，女性の側が納得すればよいと
いうようなものではなし両性の平等の理念に照
らして解消さるべきものとして捉えられている。
つまり，守島氏の議論では，過程の公平性が手段
であるのに対して，玄田氏の議論においては，過
程の平等が目的となっているということである。
玄田氏は，その着想、自体は，功利主義的な守島
氏の議論から得つつも，平等それ自体を目的とす
る権利論，ないし規範論を基礎として，実は基本
理念の部分からその過程の平等論を再構成してい
る。守島氏は結果の公平性に代わるものとして過
程の公平性を，玄田氏は機会の平等に代わるもの
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として過程の平等を，それぞれ提示してるという
ところにも，こうした両者の根本的なスタンスの
違いは端的に表れていると言えよう。玄田氏は，
機会の平等だりでは解消され得ない男女聞の事実
上の格差を是正する，すなわち，形式的平等をよ
り実質的平等に近づける新たな平等概念として，
過程の平等を提示している。ただ一方で，玄田氏
は実質的平等として結果の平等を志向しているわ
けではなく，処遇格差の存在それ自体を否定的に
見ているわりではない。その意味で，結果の平等
論に対しては否定的で，公平で納得のいくもので
あることを条件に処遇格差を容認するという姿勢
に関しては，守島氏と共通している。
以上で論じてきたような論点を踏まえて，玄田
氏の過程の平等論についてまとめると，玄田氏の
主唱する過程の平等とは，方向性としては，機会
の平等論の延長線上において，それを補完する平
等概念であり，競争社会と，それを支える処遇格
差のメカニズムを基本的には是認し，そうした基
本条件の下で，その処遇格差が正当なものとして
支持されるような平等原則の確立を目指したもの
と捉えることができる。ただし玄田氏の過程の平
等論は，処遇格差を正当化するという意味で方向
性は重なっているとしても，機会の平等論と根本
的に異なる側面も持っている。それは，過程の平
等に基づいて，何らかの処遇格差が正当化される
条件として，劣位処遇者，有り体に言えば「競争
の敗者」の側の，事後の納得を条件の 1つとして
いるという点である。一方の機会の平等論におい
ては，劣位処遇者の発生は，競争において必然的
な現象でありながら，競争の結果たる処遇格差を
正当化する上で，劣位処遇者の意向はまったく無
視されている仰）。むしろ，現実社会においては，
競争の勝者たる優位処遇者が，事後により大きな
競争力や影響力を手に入れることが多いためω，
機会の平等論は，「勝者の友」として，過大な支
持を確保しやすいというのが実情である。こうし
た，現実社会における格差の構造に照らして見た
場合には，劣位処遇者の納得を格差是認の要件と
する玄田氏の平等論は，「敗者の権利」について
の制度的保障ωを主張したものと見ることも可能
である。
また，守島氏の議論についても，「結果の公平
性（distributivejustice) 03lj，「過程の公平性
(procedural justice) (14)」と， justiceという言葉
を補足的に用いているように，規範論，正義論と
しての側面を有していることを指摘できるω。も
ちろん，守島氏の場合，議論の前提が異なるため
に，規範論としての側面は，ごく限定的なものと
ならざるを得ないが，それでもなお，当為的規範
論としての側面を捨て去ることはできない。なぜ
ならば，過程の公平性を確保することで得られる，
部下などのJ立場上の下佐者の処遇を巡る利益は，
下位者自身の権限によって実現可能なものではな
しその処遇に最終的決定権を持つ上司などの上
位者が，その権限のさらに上位に位置する組織内
規範たる「過程の公平性」のルー1レに服すること
で，初めて実現可能となる性質のものだからであ
る。そして，この基本構造を企業のような部分社
会に限定するのではなく，社会全体に拡大して論
じたものとして，玄田氏の議論を位置付けること
ができょう。
2. アメリカにおける議論
法学，あるいは政治学といった分野に限らず，
アメリカにおける同種の問題を巡る議論は，先行
事例，あるいは平行事例として，いろいろな意味
で倒），日本における様々な議論の重要な参考とな
る。この過程の平等を巡る議論についても，アメ
リカにおける議論は，最重要の参考事例と言って
よいであろう。しかし，アメリカがもはや「人権
先進国Jの名に値しない仰今日の状況下において
は，憲法上の平等といったような人権問題に関し
ては，アメリカの先進性のみならず，同時に後進
性，独自性も十分に理解した上で，参考として検
証することが重要となってくる（1目。
まず，過程の平等について論ず、る前に，アメリ
カにおける平等運動の状況に関して，関連する特
質について略述しておきたい。アメリカの場合，
社会・政治運動としての平等運動は，黒人運動，
女性運動などをはじめとして，盛んなことはもち
ろんだが，それに加えて，その特徴的な憲法訴訟
制度の下側で，憲法上の人権保障を根拠とした法
廷闘争もまた盛んである。特に平等運動の主体は，
通常の政治過程では，その目的を果たし得ない構
早稲凶政治経済事雑誌 No.356,2004, 67・83
造的少数者であることが通例であり，そうした構
造的要因を基礎として，さらに「訴訟社会」とも
榔検されるアメリカ社会独特の文化的要因も手伝
って，裁判所，中でも連邦最高裁は，幾度となく
平等運動の主戦場となってきた仰）。そして，ここ
にさらなるアメリカの特殊事情が作用することで，
アメリカにおける平等論は大きく発展してきた。
それは， Iつには憲法規定そのものであり， 1つ
には「司法積極主義 (judicialactivism）倒）」とも
表現される，憲法解釈における裁判所の積極的，
かっ柔軟な姿勢であった。
アメリカにおいて，人権としての平等に関する
憲法上の保障の根拠は，法の下の平等を定めた，
修正第14条のいわゆる「平等保護条項（Equal
Protection Clause）」であって，本来は，格差是
正の請求権の根拠となるような，社会権的な意味
合いを持った平等権の規定は存在しなかった。む
しろ，南北戦争まで奴隷制すら廃止できなかった
ように，平等保護条項は，それ単独では差別に対
してまったく無力な存在であった。しかし，判事
の交代が進むにつれ，平等問題を巡る連邦最高裁
の姿勢が変化し，同条項を根拠として，実体的な
平等の保障について積極的に権利性を認めるよう
になり（盟），状況は一変した。
これは，司法審査というアメリカ政治のもう 1
つのチャンネルにおいて，投票ではなく「法の平
等な保護」の力により，すなわち，多数決ではな
く法理の説得力によって，構造的少数者の地位の
向上，処遇の改善などが図れるということを意味
したω。一方で，構造的少数者の被る事実上の格
差の裏返しとして確保される利益を，構造的多数
者という地位を生かして「民主的に」維持してき
た勢力にしてみれば，その利益を守るためには，
2通りの戦い方があった。その 1つは，「非民主
的(24)j な裁判所に，そのような積極的な政治的機
能を認めるべきではないとする，いわゆる「司法
消極主義（judicialpassivism, self-restraint) (25) J 
を主張し，裁判所そのものを格差是正の政治過程
から排除するというものであり，もう 1つは，法
廷において争われる法理，すなわち「平等Jの解
釈を巡って，白勢力にとって有利な平等概念を主
張するというものであった。
このようにして，法廷そのものが，相対立する
平等理論の闘技場となることで，アメリカにおけ
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る平等をめぐる議論は大きく発達することとなっ
た。また，こうした平等運動の成果として，政策
当局の格差是正策も進展し，たとえば積極的是正
措置（affirmativeaction）が導入される一方で，
逆にいわゆる「逆差別（reverse discrimina-
ti on）」として，この政策の違憲性が改めて法廷
で争われる邸）など，平等を巡る議論も政策も，さ
らなる発展を遂げて今日に至っている。こうした
経緯を踏まえて，アメリカにおける過程の平等を
巡る議論を検証してみたい。
アメリカにおげる議論では，過程の平等は，結
果の平等（equalityof outcome; result）に対抗
する面が強調され，文脈上，一般的に理解される
機会の平等（equalityof opportunity）と，ほぽ
同列に扱われることが多い仰。たとえば，過程の
平等論の主唱者であり，保守派の論客としても知
られるソーウェノレ（ThomasSowell）は，以下
のように述べている。
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「平等は，自由や正義と同じように，限定的見
解を採るか，非限定的見解を採るかにより，ま
ったく異なった意味合いで捉えられる。自由や
正義と同じく，限定的見解においては，平等は
“過程”に付随する特質として捉えられ，非限定
的見解においては，“結果”に付随する特質とし
て捉えられる。
（中略）
人聞に関する限定的見解からは，人間の能力
の範囲内における過程の問題として，限定的な
平等概念が導かれ，これとは対照的に，結果の
問題として導かれる平等概念においては，限定
的見解が想定するより，はるかに高度な知性，
及び徳性が必要条件とされる。
（中略）
両見解ともに，望ましい平等というのが，程
度の問題であるという認識では一致している。
両者が対立するのは，絶対的な数学的平等をと
るのか，ある程度の平等化をとるのかといった
問題ではなし平等化されるべきものが，一体，
何なのかという問題を巡ってである。非限定的
見解では，“ある程度まで”結果が平等化される
べきとされ，限定的見解においては，同様に過
程が平等化されるべきとされている。仰）j
また，リベラル派の立場から，ソーウェルの主
張を批判しているクレンショー（KimberleWil-
liams Crenshaw）は，「反差別法制を巡る定義上
の緊張関係，すなわち，過程としての平等を結果
としての平等からはっきりと区別しようとする試
みは，反差別法制の掲げるいくつかの“目的”の
聞に発生する衝突の中に，より多様なかたちで投
影されるω）」として，差別是正のために実際に採
用される諸政策が，様々な個別問題で衝突する背
景には，この 2つの平等概念の対立があると指摘
している。
このように，アメリカにおける議論では，過程
の平等の主張というのは，政治的方向性としては，
積極的な格差是正策に反対するものであり，形式
的な機会の平等ではカバーしきれない部分を補う
というような方向’性は持っていない。むしろ，積
極的な格差是正策を支持する勢力からは，過程の
平等は，形式的平等として批判されている伽）。こ
のようなアメリカ独特の状況の背景には，社会環
境、の変化を受けて導入が進められた格差是正策が，
短期間に大幅な進展を遂げることで，機会の平等
すらなかった時代から，あっというまに，極端な
言い方をすると「逆差別の時代jに変わってしま
ったということがあるω。過程の平等論は，こう
した急激な変化，中でも積極的是正措置の広がり
に対する抵抗の一環として，保守勢力の側から持
ち出された議論であった印）。そのために，アメリ
カにおける過程の平等論においては，「行きすぎ
た」格差是正策にブレーキをかけるという目的意
識が先に立ち，そうした政策の基礎にある結果の
平等論との対立が，特に強調される結果となって
いる。次に，より具体的な過程の平等論の内容に
ついて見ていくが，ソーウェルは以下のように説
明してる。
「限定的見解が提示するところでは，人々に平
等な扱いを保証する社会の過程は，実際の結果
が平等であるとないとに拘わらず，平等の表現
と認められる。ハイヱクによれば，“平等な扱い
(equal treatment）とは，特定の状況における
そのような一般原則の適用が，一部の集団に他
の集団より有利な結果をもたらしうるかどうか，
という問題とはまったく関係ないものである。”
ハイエク（FriedrichAugust Hayek）が言うに
は，“そこに存在する不平等は，個々人の無知と
同様に，補正し得ない性質のものである。”ω」
また，コペルマン（AndrewKoppelman）は
以下のように説明している。
「結局のところ，過程論者が揃って主張するの
は，決定判断過程に，他事考慮、，悪意に基づく
選好，害意，人種差別意識といった，詐害的要
素が入り込むことが問題だということである。
しかしながら，どの論者の主張においても，そ
の詐害的要素というのは，適切なかたちでは明
確にされていない。ドウォーキン（Ronald
Dworkin）は，その規範論的根拠の説明が不足
しているし，イーリー (JohnHart Ely）は過程
が機能不全に陥るメカニズムを説明できていな
いし，カラー・ブラインドネス論者に至っては，
そのどちらもだめである。さしあたって，過程
理論の説得力ある規範論的根拠は，イーリーと
ドウォーキンの論争の聞から浮かび上がってく
ると見て良いであろう。それは，立法（そして，
その他の公的決定も同様に）は，悪意に基づく
選好，すなわちその政治的共同体のある成員に
対して，平等な配慮と敬意を，明示的，ないし
黙示的，あるいはさらに無意識的にであっても
否定するような選好を基礎としてなされてはな
らないということである。ω」
ここでは，一見すると「平等な扱い」，あるい
は「平等な配慮と敬意」がキーワードのようにも
見えるが，これ自体，形式的に捉える見解と実質
的に捉える見解とが，まったく同じ構図の上に対
立しているので夙その意味を解き明かそうとし
ても，堂々巡りの先頭に戻ることにしかならない。
むしろここでの議論の焦点は，過程の平等論が，
何を，どのような根拠により正当化しようとする
のかという，より実質的な論点に移ってくる。
そうした観点から検証を進めてみると，この過
程の平等論が，問題となる過程の，理念的，ない
しは抽象的な平等性を根拠として，現実に発生す
る結果の不平等を正当化しようとするものである
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ことがわかる。ここで問題となる過程の平等性は，
具体的な過程が動き出す前の段階で，すでに確立
している一般原則の内容によって確定的に判定さ
れることになる。そのために，その具体的な過程
が，実際には不平等な結果を生みだしたとしても，
その事実によって，「過程の平等性」が否認され
るわけではない。そして，過程の平等を主張する
論者は，同時に平等の問題を，集団ではなく，個
人の問題として捉える立場を基本的に採るため叫
個別の具体的な過程の集積が，いかにあからさま
な集団聞の格差という結果を生もうとも，そうし
た事実上の格差は，その具体性と集団性故に，二
重の意味で無視されることになる。そして，そう
した事実上の格差を是正すべく採られる，特定集
団の優遇などの積極的な政策は，表面的には不平
等な内容となるため，逆に過程の平等を損なうも
のとして否定される。
このように，アメリカにおける過程の平等論は，
過程とは言っても，過程の入り口の部分のみに限
定された，抽象論としての性格が強い。もちろん，
個別の具体的な過程において，何らかの差別が有
ったとすれば，それは一般原則に従って除かれる
べきとはされているが，それは社会構造の問題で
はなく，あくまで一般原則から逸脱した個別的な
例外という扱いになる。この点について，クレン
ショーはリベラル派の立場から，次のように述べ
ている。
「世の中では，ひとたび法が，過程の平等を保
証するという，その“本来の”機能を果たして
いるということになれば，集団間の結果の格差
は，過去の差別を反映したものではなし社会
的利益を相争う集団聞の現時点での格差を反映
したものとされてしまう。特定の集団に対する，
非合理的な偏見に阻害されず，また政府の課す
優遇措置義務からも解放された状態でなら，あ
らゆる社会集団の階層化は，ただ単に最小の費
用で最良の労働者を雇おうとする雇用者側の合
理的判断が積み重なっただけの結果だというこ
とになろう。過去の収奪と抑圧は，どういうわ
けか，現在から消し去られてしまっているよう
である。そんな都合のいい社会，つまり，その
他全ての社会機構が差別とは無関係に機能する
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ような社会なら，過程の平等は機会の平等（筆
者は実質的平等の含意：訳者）を保証できょう。
しかし，このようなカラー・ブラインドネス
(color-blindness) (37）と平等な過程についての思
いこみは，特定の集団が歴史的に見て現実に格
差のある扱いを受けてきた，そして，そのよう
な扱いの格差の影響が今日まで残っているよう
な社会においては，まったく意味をなさない。倒）」
以上，アメリカにおける議論を見てきたが，ア
メリカでは，その平等運動を巡る政治史の特殊性
が反映されるかたちで，過程の平等論もまた，内
容的には形式的平等論に偏ったものとなっている
ことがわかる。さらに，こうした状況のもう 1つ
の背景として，アメリカの場合，「機会の平等j
が法制化されているために，法律用語としてのそ
の内容の解釈を巡って，形式的平等論と実質的平
等論の綱引きがあるという事情を指摘できるω。
つまり，本来ならば，機会の平等こそが，形式的
平等の代表選手として，綱の片方をヲlっ張るはず
なのだが，法制化により，法律用語としての「機
会の平等Jが綱引きの綱になってしまったわけで
ある。さらに，実際の格差是正策という土俵の上
で，その綱を結果の平等という実質的平等の代表
選手がぐいぐい引っ張って行ったために，新たな
引き手として，形式的平等論の陣営に過程の平等
が加わったというのが実情と言ってよい。こうし
た事情を考慮するならば，過程の平等は，第3の
平等概念というより，実質的には第一の平等概念
である機会の平等の代役として捉えるのが，アメ
リカの議論においては妥当な位置付げとなるので
はないかと思う。ただし，誤解を招かないように
断っておくが，アメリカにおいても，平等をめぐ
る議論の基本的な対立の構図は，機会の平等と結
果の平等の対立であって，過程の平等を主唱する
論者は限定的である。
3. カナダにおける議論
カナ夕、は，アメリカと地理的にも文化的にも非
常に近い関係にあるため，前章で紹介したような
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アメリカにおける議論も，ほぽそのまま，カナ夕、
における議論の前提となっている。もちろん，両
国は憲法も裁判所も違うので，具体的な法制度上
の違いというのは十分に意識されているが，一般
的に基本理念上の議論に関しては，両国の聞に実
質的に国境はないと言ってもよいくらいである。
ただし，この平等の問題を巡っては，それぞれに
固有の問題というのがあり，そうした違いが，そ
れぞれの国における議論にも影響を及ぽしている。
たとえば，同じ人種問題でも，アメリカは，黒人
問題，ヒスパニック問題が中心であるのに対して，
カナダの場合，ケベツク独立問題に象徴されるフ
ランス系住民の処遇を巡る問題が最大の問題であ
る。一方で，両国に共通する問題としては，女性
問題，先住民問題が挙げられる。また法制度上の
問題として，憲法上の保護という観点から見れば，
積極的是正措置についても明文の規定仰を置くな
ど，カナダの方が進んでいると言ってよい（4D。以
下，こうした基本的理解を基礎として，カナダの
独自性，特殊性に着目しつつ，カナダにおける過
程の平等を巡る議論を検証していきたい。
カナダでは，過程の平等に言及する論者は，ア
メリカよりさらに限られているが，その中では，
ソーウェルの影響を受けたピーコック（Anthony
A. Peacock）の主張が目立っている。ピーコッ
クは以下のように述べている。
「政治的自由，ないし個人の自由が，個人の自
己利益の追求や欲求，必要の充足のための権利
だと理解される限り，自由には常に大きな不平
等がついて回ることになる。このようにして生
じる不平等を，“差別”の排除を口実として，あ
るいは“社会的平等”の名の下に排除しようと
することは，平等の意味をその外形的限界を超
えて拡大するするだけでなく，さらに自由民主
主義諸国の指標たる自由を侵害し，その建国の
理念となっている憲法理論をも否定することに
つながるものである。トーマス・ソーウェノレが
指摘したように，“過程”の平等と“結果”の平
等には違いがある。過程の平等は，人間の能力
の範囲内で実現可能なものである。しかし，結
果の平等はそうではない。結果の平等の実現の
ためには，人間はさらなる知性と徳性を必要と
する。だからといって，特定の不平等の事例を
排除したり，減らしたりすることが不可能だと
いうわけではない。それ自体は可能である。た
だ，そのための個々の過程が，また新たな不平
等，特に政治的影響力の不平等を生み出す可能
性が問題なのである。経済的・社会的関係にお
いて，結果の平等化を図ることは，より大きな，
そしてさらに危険な，政治的影響力の不平等を
生み出しかねない。仰）」
ピーコックのこの主張は，司法審査のあり方を
巡る議論の中で提示されていることもあって，平
等概念としての過程の平等の正当性よりも，むし
ろ，結果の平等を実現しようとすることの危険性
を明らかにすることに力点が置かれている。これ
は，規範論上の問題として平等概念を論じるので
はなく，経験論，あるいは功利論上の問題として，
平等化政策を論じることで，過程の平等論の現実
的妥当性を主張する立場である。
一方で，労働関係論上の議論において，「平等
な取り扱いのモデルJという表現で，過程の平等
論を批判的に検証しているスウィントン（Kath-
erine Swinton）は，次のようにその特質を明ら
かにしている。
「もちろん，平等な取り扱いのモデ1レが，個人
にとっての公正をより明確に強調しているのは
事実である。なぜならば，第一の目的は，特定
の集団に所属するという事実に基づく不利益な
取り扱いを制止することにより，権利を保障し
ようというところにあるからである。特定の集
団に対する反感，あるいはその成員の能力につ
いての固定観念が動機となっている場合には，
このような不公正な取り扱いから個人を保護す
るために，反差別法規が適用されることになる。
しかし，このような法制下では，たとえば，そ
の集団の成員が必要な職能を有していないなど，
特定の集団の扱いに格差をつけることについて，
合理的な正当性が認められる場合というのも想
定される。結局のところ，このモデルが目標と
するのは，個人が，特定の集団に属することか
ら連想される，一連の社会的偏見により，不公
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正な負担を負わされることなしその個人的能
力に基づいて審査される社会である。ω」
また，女性問題上の議論において，同じように
過程の平等に批判的に言及してる例として，以下
のような会議報告がある。
「大学では，多様性を確保するための様々なプ
ログラムが機能しているが，公平性確保のため
の取り組みの大部分は，過程の部分に関心が集
中し，結果の問題はなおざりにされているとい
う指摘がなされた。過程の平等に関しては，必
要条件であることはもちろんだが，それが結果
の公平性を確保するに十分なものではないとい
うこと，はっきりと認識しておく必要があろ
う。州」
以上，カナダにおける過程の平等を巡る議論を
紹介してみたが，資料的にもかなり限られたもの
となっているように，カナ夕、での議論が，アメリ
カに比べて低調であることは否めない。ただ，そ
の背景として指摘できるアメリカとの違いが，カ
ナダでの議論の特質にも結びついている点は見逃
せない。その 1つは，平等問題を巡る社会・文化
的条件の違いである。アメリカの場合，平等問題
は，何よりもまず黒人問題であるが，カナダの場
合，人口比の関係から，女性問題や一般的マイノ
リティー問題が，むしろ中心であるという点であ
る（45）。そのために，根深い差別感情や反感，偏見
が，事態をより一層複雑化，あるいは悪化させて
いるアメリカの場合と違い，平等問題の関心が，
現実の処遇に向かいやすく，議論もそれだけ，原
理原則を巡る理念的な議論よりも，具体的な政策
を巡る現実的な議論が中心となってくる。ここで
紹介した議論が，過程の平等に対する姿勢は違っ
ても，それに基づく政策がもたらすと見られる，
現実の効果，結果をより強く意識したものとなっ
ているのも，そうした要因がf動いてのことであろ
うと筆者は見ている。
そしてもう 1つ，重要な背景として指摘できる
のが，先にも指摘した法制度面での違いである。
カナダの場合，それ以前の「法の前の平等Jを限
定的に解釈してきた最高裁判例を覆すかたちで，
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平等権についての憲法上の保護の拡充が図られた
ため（柑），いまだに「法の平等な保護」の解釈を争
い続けているアメリカの場合と違って，法制度上
は，すでに半分は決着が付いた状態と言ってもよ
い。もちろん，それでも平等概念を巡る根本的な
対立が解消されたわげではないが，このように法
整備が進むことで，議論を先に進める，すなわち，
より具体的な政策の妥当性に論題が移るという効
果が生まれるのもまた，確かである。
このような背景もあって，カナダにおける議論
は，アメリカにおける議論から，中でも理念上の
着想など，共通するさまざまな要素を継承しなが
らも，また，別の展開を遂げている。
4. オーストラリアにおける議論
本稿で取り上げた四国の中で，戦後，平等問題
が最も大きな展開を見せたのがオーストラリアで
あるという点については，異論はないであろう。
あからさまな人種差別政策の典型として，南アフ
リカのアバルトへイトと並び称せられた，いわゆ
る白豪主義の時代から，白豪主義の放棄と移民開
放，同化・統合政策の時代を経て，今日の多文化
主義，さらには入亜政策と，この問題を巡るオー
ストラリアの政策，そしてさらにはそれを取り巻
く政治文化も，半世紀余りの聞に劇的な変化を遂
げてきた（的。オーストラリアにおける過程の平等
を巡る議論も，こうした大きな平等化の流れの中
に位置するものとして，他国とは違った様相も見
せている。ここではまず，具体的な過程の平等の
議論を紹介する前に，議論の基本的な背景を確か
めておきたい。
オーストラリアにおける人権を巡る状況を議論
するに際して，最も重要なこととして，この国の
連邦憲法が直接的な人権保障規定，いわゆる権利
章典を持たないということがある。これは，形式
上の母国のイギリスが，元々，軟’性かっ不文憲法
の国として，権利章典 (Billof Rights）などの
人権規定も，国会法（ParliamentAct）などの
統治機構規定も，形式上は同列の一般法であるの
に対して，オーストラリアは，違憲審査制度も備
えた硬性かつ成文憲法の国でありながら，憲法上
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の人権保障規定を欠いているということであり（胡），
それだけにまた，オーストラリアの制度面での特
殊性は，際立つているということができる。もち
ろん，このような状況に至ったには，それなりの
理由があり（49），権利章典の制定を目指す動きもも
ちろんある。ただ，こうした制度上の特徴から導
かれる当然の結果として，他の三国と異なり，平
等権の解釈を争う憲法訴訟が成立し得ないため，
平等権を巡っての議論は，具体的な政策と，その
基礎となる理念を巡つての議論の二手に分かれ，
他国では重要な位置を占める憲法解釈を巡る議論
が空白領域となる（則。もちろんどの国でも，憲法
解釈を争うかたちをとってはいても，その議論の
内容は相対立する理念の綱引きであるし，利害関
係者の関心が集中するのは，具体的な政策の行方
であるので，実質的には大差ないと言ってもよい
かもしれないが，こうした基本的な状況を踏まえ
ておくことは必要である。
次いで，社会・文化的側面における平等問題上
の特徴だ、が，母国のイギリス系国民仰が多数を占
め，社会的地位も上層に位置するとしても，まず
最重要のマイノリティーとして先住民族のアボリ
ジニがおり，さらにオーストラリアは移民の固と
いう性格が強いため，白豪主義時代からのヨーロ
ツノT各地からの白人移民に始まり，移民開放政策
への転換後は，アジア，中東からも移民，難民が
集まってきたために，その人口構成は際立つて多
様である。さらに，非白人系移民に対する受け入
れ政策も，開放当初の同化・統合政策から，多様
性を容認する多文化主義政策へと転換したために，
さまざまな形で，各マイノリティーの多様性が維
持されやすい環境となっている（沼）。
こうした環境の下で，オーストラリアにおける
平等権の保護は，人権及び機会均等法（Human
Rights and Equal Opportunity Act 1986）に代
表される，連邦一一州の二重構造の差別禁止法制
の下町同法に基づ、いて設置された人権及び機会
均等委員会（HumanRights and Equal Opportu-
nity Commission : HREOC）を中心とした人権
保護行政の一環として進められてきた（刊。そのた
め，他国では通常，裁判，中でも憲法訴訟を通じ
て争われる平等問題の処理が，オーストラリアで
は基本的に，準司法的機能を持つ独立行政機関に
よる裁判外紛争処理として行われており，それだ
けにまた平等権保護の行方は，関係法規や政策の
進展によるところが大きくなっている。このよう
なオーストラリア特有の事情について，ソーント
ン（MargaretThornton）は，次のように批判
的に検証している。
「苦情対応型の差別禁止法制は，雇用，あるい
は教育などの特定の公的領域における利益関係
への“アクセス”を巡っての機会の平等のみ対
象としており，最終的な結果については何も語
っていない。しかし黙示的には，この法制は，
ある特定の不平等に関しては，是正政策の対象
とはされないということを認めている。特に，
競争がスタートの時点、から公正に行われる限り，
大幅な収入の不平等も許容されるという結論は，
この原則を適用する限り，避けられない。
こうした原則の基礎となっている機会の平等
の理論は，全ての人がスタートの時点では平等
でなければならず，人種，性などの不適当とさ
れる特定の要因が，その競争の過程を不当に妨
害することは許されないとするものである。こ
うした形式的見解が適用されれば，“自然の”才
能は，自由に開花することができ，結果として
“最も有能な”競争者が勝利する，という理解が
導かれる。平等な扱いの理論は，資格のある個
人は全てスタート地点に立つことができ，その
中で最も適した者が，自然な選抜の過程として
の競争に“勝利”するとしている。（中略）形式
的解釈は，選抜の過程の公正を保障しうるにす
ぎず，選抜の合格者が，人種や性といった要因
により排除されることがないというだけである。
それどころか，機会の平等についての平等な
扱いの理論は，現状を規定する不平等の永続化
の正当化にも利用されかねない。たとえば，
我々の社会では，誰もが成功と高い地位を手に
入れることができるという，おなじみの神話は，
才能や意欲には個人個人で差があり，機会の平
等は，自由で民主的な社会の基本的理念の一つ
であるという，こうした理解に基礎を置いてい
る。（日）」
これは，様々な政策対応が重ねられでも，過程
の平等の保障を基調とする限り，事実上の格差は
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温存されるだけであるという主張であるが，一方
で，逆にオーストラリア特有の事情には，むしろ
過程の平等が適しているという，次のサウンダー
ス（CherylSaunders）のような考え方もある。
「イーリーは，アメリカ憲法上の権利保障につ
いて，“代表強化型”と表現する解釈を主張し，
その結果を規律するよりも民主政治の過程の健
全性を確保すべきと論じている。彼の主張が，
何よりも投票権，公正な選挙，そして言論の自
由を問題にしていることは明かであるが，彼は
またそこに，平等権も含めている。それは，
様々な個人，女性，あるいはマイノリティーに，
政治過程，そして最も広い意味で‘の公共財への
アクセスを提供する上で，平等権が重要な意味
を持つからである。
意外なことに，イーリーのテーゼはオースト
ラリアに非常に適しているとも言える。他の多
くの国々と違い，オーストラリアは個人や集団
の基本的な権利と利益を守るために憲法よりも
はるかに深く政治過程に頼ってきた。皮肉なこ
とに，このような状況の下，我々は，こうした
機能を現実に確保するための政治過程の健全性
について，あまり気にかけてこなかった。同」
サウンダースは，具体的な政策に関心が集まり
やすいというオーストラリアの事情を問題視して
いる点では，ソーントンと認識は共通しているが，
その政策の形成過程における，実質的な平等の確
保を重視しているという点で，新たな視点を提示
している。こうした議論の背景には，オーストラ
リアにおける平等化・格差是正政策が，憲法裁判
の中ではなしまさに通常の政治過程の中で発展
してきたという事情がある。これは，結果の平等
の実現が，実は過程の平等に大きく依存している
ということを意味する。見方を変えるなら，オー
ストラリアでは，過程の平等という土俵の上で，
機会の平等論と結果の平等論が綱引きをしている
ような状況にあるとも言えよう。そして，その過
程の平等の中では，手続的な過程の平等（proce-
dural equality of process）と実体的な過程の平
等（substantiveequality of process）の対立と
いう形で，形式的平等論と実質的平等論の対立の
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構図が再現されている。その意味では，同じ過程
の平等のように見えても，各論者が直接にそう表
現しているわけではないが，ソーントンは手続的
な過程の平等を批判し，サウンダースは，実体的
な過程の平等を支持していると理解する方が適切
であろう。
この「実体的な過程の平等Jという発想は，オ
ーストラリア独特のものであり，その背景として，
先に述べたような制度的要因があることは確かで
あるが，今後の議論の展開によっては，過程の平
等の概念化に大きく資する議論となることも期待
される。現段階ではまだ， HREOCによる具体
的な紛争処理の進め方など，多くはミクロ・レベ
ルの「過程」を巡る議論を中心として言及される
にとどまっているが叫そのような状況もまた，
オーストラリアにおける過程の平等に対する意識
の強さの表れとして見ることができる。オースト
ラリアの場合，過程の平等それ自体を理念として
主張しようという動きは活発ではないのだが，大
きなものは新規の立法から，小さなものは個別の
苦情受付まで，日々の平等問題の処理そのものが，
平等を実現していく過程として，ある意味では過
程の平等を体現するものとなっている。
5. まとめ
以上，日本，アメリカ，カナダ，オーストラリ
アの4カ国について，それぞれの国における過程
の平等を巡る議論と，その背景となっている平等
問題の状況を見てきたが，最後に，総合的な検証
を行ってみたい。まず認知度という観点から見れ
ば，機会の平等と結果の平等の聞に挟まれるかた
ちで，言及されること自体が非常に少なしまだ
まだ認知度は低いのが実情である。そのため，議
論そのものも，まだまだ深化の余地が十分にある
と言ってよい。
また，各国毎の事’情の違いが，議論の内容に特
に強く反映されているという点も，過程の平等論
を巡って特筆すべき点の 1つである。たとえば，
アメリカ，オーストラリアそれぞれの議論は，前
者が「機会の平等側」という土俵の上で過程の平
等と結果の平等が綱引きをし，後者が「過程の平
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等」という土俵の上で機会の平等と結果の平等が
綱引きをする，といった具合で，まさに好対照と
なっている。同じ「過程の平等」という用語を巡
る議論でありながら，これほどの違いが生じるの
は，すでに各国の事情についての紹介でも述べた
ように，平等問題を巡る法制度が，各国によって
大きく異なるためである。
ただし，全体としては，過程の平等を機会の平
等と似通った形式的平等に属するものとして捉え
る見方が大勢を占めており，オーストラリア，及
び日本において，若干，形式的平等論を修正する
方向性が見られる，といったところであろう。む
しろ，四カ国の中では，日本における議論の方が，
特異な部類にはいるかもしれない。ただ，日本の
特異性というのは，平等問題全体について言える
ことであり，基本的には，形式的平等ですらごく
ごく低レベルでしか実現していないという，その
著しい後進性が全ての源となっているのが実情で
ある。他国では，事実上の格差を温存するための
理論として批判されることが多い過程の平等論が，
日本では，格差を是正する理論として期待される
背景には，こうした事情がある。たとえば，法制
度面から見るならば，日本国憲法の平等権規定は
かなり充実しているのだが，司法審査に当たって
の裁判所の姿勢が極度に消極的であるために，ア
メリカの裁判所のような役割は，およそ期待でき
るものではない。では，オーストラリアのように，
一般の政治過程や政策形成過程に対して，格差是
正の役割を期待できるかというと，これもまた，
平等権に限らず国民全体の権利意識がまだまだ弱
く，園内より国際社会の目を意識した官僚の主導
で，最低限の法整備がなされているにすぎない倒。
結果として，過程の平等ですら，夢のまた夢とい
うような状況が続いており，オーストラリアのよ
うに，実体的な過程の平等を論じられるレベルに
は，まだ遠く及ばないというのが実情である。
だが，各国毎に意味合いが異なっているように
見えても，実体的な過程の平等論も含めて，どの
国の過程の平等論も，結果の平等論と対立，ない
し対抗関係にあるという点では共通している。つ
まり，いずれの議論においても，競争社会とその
必然の結果である処遇格差の発生は，自由民主主
義体制の根本原理として大前提に据えられ，それ
を修正するのではなく正当化する理論として，過
程の平等論は構成されているということである。
ただし，過程の平等論は，単純に処遇格差を是認
するわけではなしそれが正当化されるための条
件を，より厳しく設定するという点で，その差は
相対的なものとは言え，機会の平等論ともまた異
なってくる（削）。実際のところ，この条件が厳しく
なれば，より実質的な平等を志向する方向，すな
わち実体的な過程の平等論の側に傾き，逆に甘く
なれば，形式的平等，すなわち手続的な過程の平
等論の側に傾き，といった具合に，具体的に取り
うるスタンスは，かなり幅があると考えてよい。
筆者は，この過程の平等の概念化を試みている
わけであるが，これだけ内容的に幅のあるものを
1つにまとめようとしても無理があるので，さし
あたっては，手続的な過程の平等と実体的な過程
の平等の 2つに大別して考えるべきではないかと
考えている。両者の対比は，形式的平等と実質的
平等の根本的な対立を，過程の平等を巡る議論に
そのまま持ち込んだものとしての側面があること
は否めないが，それだけにとどまるものでもない
と筆者は考えている。以下，それぞれの理念の具
体的な内容を明らかにしていきたい。ちなみに，
議論の前提となる「過程」は，所得，地位といっ
た社会における希少資源，ないし優位処遇の獲得
競争の過程である。
手続的な過程の平等は，先験的に判定される制
度上の公平性をその基本的な内容とし，より具体
的には，たとえば差別の禁止，情報の公開，苦情
の処理といった，その個別的な制度の中身によっ
て，その過程の平等性が判断されることになる。
もう一方の実体的な過程の平等は，後験的に判定
される制度の実際の運営上の公平性をその基本的
な内容とし，手続的な平等性が認められた制度が，
実際に公平に運用され，期待された機能を果たし
ているかによって，その過程の平等性が判断され
る。両者の関係は，基本的には制度の存在が，運
営を論ずる上での前提条件となるために，手続的
な平等が満たされることは，実体的な平等が成立
するための必要条件となるが，実際の平等問題を
巡る政治においては，制度の二重構造仰や，制度
と運営の相互作用など，様々な複雑化要因が作用
するため，両者の関係はかなり複雑に絡み合った
ものとなってくる側。また，両者の違いというの
は，理念上の違いという点では質的，ないし絶対
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的な違いであるが，実際の政策に反映される段階
では，量的，ないし相対的な違いになって表れる
ために，具体的な政策を巡る議論の際には，いず
れの違いが問題となっているかを確認することが
必要であろう。
一方，両者には非常に重要な共通点もある。そ
れは，結果の不平等を正当化，ないし是認すると
いう，手続的，実体的を問わず，過程の平等論が
持っている本来的な方向性である。いずれも，結
果の不平等の発生を予定し，それが容認される条
件の設定を巡る議論であって，そうした意味では，
その条件を手続的側面から考えるか，実体的側面
から考えるかという点で，具体的内容に違いが出
てくるに過ぎない。もちろん，実体的な平等論に
拠れば，一定の許容限度を超えた結果の不平等は，
むしろ過程の不平等の表れとして攻撃されるが，
それでも，本質的には結果の不平等の発生を予定
しているという点に変わりはない。
本来ならば，この 2つの理念について，より明
確な概念化を図りたいところであるが，まだまだ
検証すべき点が数多く残されているのも事実であ
り，本稿では試論としてその着想を提示するにと
どめ，過程の平等についてのさらなる明確な概念
化については，より詳細な検証を重ねた上で，次
稿に譲りたいと思う。
［注］
(1）学術論文における紹介から始まり，自治体の委員会
や，国会の委員会においても，過程の平等に言及する
発言が見られるようになってきている。学術論文につ
いては，本文中で紹介しているので，ここでは以下に
その他の公的な発言の一例を示しておく。
第 3回広島市男女共同参画審議会平成14年7
月8日（月）篠崎典良委員（広島労働局雇用均等室
室長）の発言「「機会の平等Jは100メー トル走に
例えるとスター ト「ヨー イドンJを一緒にするとい
うことで，「結果の平等」は走った時にみんなでゴ
ルーをするということだ。「結果の平等Jは問題が
あるという認識に最近はなっており，「機会の平等J
について反対を唱える人はいないが，本当に必要な
のは「過程の平等」ではないかということだ。J
http://www.city.hiroshima.jp/shimin/danjo/sin・ 
gikai/kaigi 3.html 
（第154回国会憲法調査会基本的人権の保障に関す
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る調査小委員会第5号（平成14年7月4日（木曜
日）太田昭宏委員の発言）「最後に，職につかない
若者，職にっけない中高年，働きがいを一体どう考え
るのかということの中で，僕は，特に若年雇用につい
て，将来の日本のことを考えると非常に心配をしてい
るわけです。このあたり，東大の玄田さんなどは，根
性をたたき直すだけでは若者はだめだよ，働き場所と
いうこと，またその中身で，つまらない仕事ばかりさ
せておいたらますます仕事から離れていくよというこ
とで，機会の平等よりも過程の平等という表現を，説
明責任という，なぜそういう仕事をさせるかというよ
うなことも含めて，意味のある仕事をできるだけ若者
に会社としてもさせることが非常に大事だというよう
な指摘もされているんです。Jhttp://www.shugiin. 
go.j p/ i tdb_ kaigiro ku.nsf/html/kaigi ro k u/ 
010715420020704005. htm # p_honbun 
(2) これは， 100メートル競走，その他の競争を思い浮
かべてもらえば簡単に理解できることである。あるい
は，過程の複雑さという点では， 10000メートル障害
の方が，よりわかりやすいかもしれない。いずれにせ
よ，機会というスタート，結果というゴールがともに
「点Jであるのに対し，その点と点の聞を結ぶ「線I
の全てが過程に含まれるわけである。それ故に，論者
はその気になれば，自分の気に入った部分のみをこと
さらに強調し，あたかも過程の全てのように表現する
ことも可能ではある。
(3）第154回国会憲法調査会基本的人権の保障に関す
る調査小委員会第5号（平成14年7月4日（木曜
日）太田昭宏委員の発言。
(4) 玄固有史（2002）「「同質社会」の終鷲」『中央公論］
7月号， 945頁。
(5）第3回女性の活躍推進協議会（平成14年 4月19
日）玄回委員の発言。
厚生労働省ホームページ： http://www.mhlw.go.jp/ 
shingi/2002/04/txt/s 0419 1. txt 
(6) 守島基博（1997）「新しい雇用関係と過程の公平性」
『組織科学312J 12頁。
(7）同， 15頁。
(8）守島基博（1997）「企業内賃金格差の組織論的イン
プリケーションj『日本労働研究雑誌449J10月， 30
頁。
(9）守島基博（1999）「ホワイトカラー・インセンティ
プ・システムの変化と過程の公平性J『社会科学研究
50 3J 84 5頁。
QO）機会の平等論においては，競争開始時点での競争条
件の平等性が，競争の結果生じる処遇格差の正当化の
根拠となるため，劣位処遇者が，その正当性の付与に
関わる場合があるとすれば，せいぜい「潜在的」劣位
処遇者が，競争に参加する時点で，その条件を平等な
ものとして受諾するような場合に限定される。
(JD こうした諸資源を活用することで，勝者は次の競争
Bo 
を有利に進めることができるため，現実社会において
は，競争のくり返しによって処遇格差が拡大し，地位
の固定化が進む場合が圧倒的に多い。このメカニズム
について，筆者は別著において簡単な解説を記してい
る。
土屋彰久＜2001)r人権の歴史』神保出版， 71頁。
(12) ロールズ的に言うならば，いわゆる「匡正的正義」
に相当する0
(13）前出［注J(6）。
帥向上。
(15）ただし，政治哲学上の議論においては，“distribu-
tive justice，，は一般に「配分的正義」，ないし「分配
的正義Jと表現され，その内容そのものが争われてい
る。たとえば，機会の平等か結果の平等か，という伝
統的な平等観の対立も，いずれが配分的正義と認めら
れるかという問題であって，守島氏の言うような，
「配分的正義＝結果の平等jという理解が定着してい
るわけではない。この問題を巡る研究例は多数あり，
参考として一例を挙げておく。
エリック・オリン・ライト編，遠山弘徳訳（2002)
『平等主義の政治経済学j大村書店。
ジョン・ E・ローマー，木谷忍，川本隆史訳
(2001）『分配的正義の理論j木鐸社。
Peter Vallentyne ed., Equality and justice, (New 
York, Routledge) 2003. 
回戦後史を紐解けば，政治，経済，文化とあらゆる側
面における両国のつながりの深さは明かであるが，中
でも日本の現行憲法は，その制定過程において，内容
的にアメリカから大きな影響を受けており，両国憲法
に共通する問題については，特に参考事例として重要
な意味を持つと言える。
(17) たとえば，生存権に代表される社会権について，ア
メリカの場合，憲法上の保障は存在しない。
同たとえば，いわゆる「公民権運動」や女性解放運動
の経緯を見れば，そうした運動の背景として，「差別
大国アメリカ」の後進性があったことも確かな一方で，
まさにそうした運動の成果として，世界に先駆けて積
極的是正措置（affirmativeaction）を導入するなど，
差別撤廃の先駆者としての側面も持っている。
(I的 アメリカの場合，憲法訴訟制度について，憲法上は
日本のような直接的規定を持たないが，司法権の中に
違憲審査権も含まれるとの解釈に基づき，具体的な訴
訟事件の解決に必要な限りで，通常の司法裁判所が憲
法判断を行うという，いわゆる司法審査制 (judicial
review system）が定着している。アメリカの司法審
査制を扱った文献は数多あるが，参考として，以下の
例を挙げておく。
中谷実（1987）『アメリカにおける司法積極主義と
消極主義』法律文化社。
畑博行（1992）『アメリカの政治と連邦最高裁判所j
有信堂。
ω） 中でも，最も有名なものは，黒人と白人の隔離教育
の違憲性が争われ，画期的な違憲判決が下されたブラ
ウン事件であろう。
Brown v. Board of Education of Topeka, 347 U. 
s. 483 (1954). 
削司法積極主義とは，簡単に言うと，裁判所は違憲審
査権を積極的に行使し，さらに必要に応じて，司法判
断に政策的判断を加味したり，準立法的機能を果たす
ことを容認する立場である。この問題についても，前
掲書が詳しい。
中谷実（1987）『アメリカにおける司法積極主義と
消短主義』法律文化社。
（幼 こうした傾向が最も強かったのが， E・ウォーレン
(Earl Warren）が長官を務めた，いわゆるウォーレ
ン・コートの時期（1953-69）である。
ちなみに，平等保護条項の解釈を巡る連邦最高裁の
姿勢の大きな動揺について，コペルマンは次のように
述べている。
「平等保護条項の解釈において，連邦最高裁自身が
示した根拠というのは，“理論”と呼ぶには，あまり
に浅く，かつ，ぱらぱらで，判決は矛盾だらけであっ
た。J
Andrew Koppelman, (1996), A叩tidiscri1四ination
law and social equality, New Haven, Yale Univer-
sity Press, p. 15. 
附 こうした大きな変化の背景としては，黒人暴動など
の頻発など，当時の社会状況の影響も，もちろん大き
く作用していた。ただし，法学者の側には，このよう
に，ある意味では暴力的な手段により，政策や法理が
曲げられたという事態を認めたくない，という意識も
強くあり，それだけにまた，それを理論的に説明づけ
ることにこだわってきたという点も指摘されている。
H巴rmanBelz, (1991), Eiψw.lity Tra河sformed,Trans-
action Publish巴rs,p. 234. 
(24）裁判所の民主性については，任命，承認権者の選出
を通じて，間接的には国民の民主的統制に服している
として，それを認める主張もあるが，選挙やリコール
制を典型とする，直接的な民主的統制が及ばないこと
は確かであり，この点は司法消極主義の重要な論拠の
1つとなっている。ただしアメリカの場合，州によっ
ては，カリフォルニア州のように，最高裁判事につい
て選挙制を採用している例もある。
（お）司法消極主義とは，言葉通り，司法積極主義の反対
の立場で，裁判所は政治部門の政策判断を可能な限り
尊重すべきで，違憲判断を下すには慎重でなければな
らないとする立場である。この問題についても，前掲
書を参照されたい。
前出，［注］刷。
(26) この種の訴訟も多いが，代表例として，ロー・スク
ールにおける少数民族学生の優遇制度の違憲性を争っ
た次の事件を挙げておく。ちなみに，事件そのものは，
早稲間政治経済摩雑誌 No-356,2004, 67・83
訴えの利益の喪失により，却下されている。
DeFunis v. Odegaard, 416 U.S. 312 (1974). 
('l) ただし，機会の平等を，また別の次元で捉える見解
も存在する。これは，たとえば平等雇用機会法
(Equal Employment Opportunity Act），平等信用機
会法（EqualCredit Opportunity Act）などの法律に，
「機会の平等jが明文化されているために，それを形
式的に解釈するか，実体的に解釈するかという問題を
巡って，「過程Jと「結果Jという 2つの平等概念の
対立が持ち込まれるためと考えてよい。
Thomas Sowell, (1987), A Co時iflictof Visions, 
New York, W. Morrow, p. 123. 
(28) Ibid., pp. 121-22. 
（ゆ Kimberl巴 Williams Crenshaw, (1988），“Race, 
Reform, and Retrenchment，＇’ Harvaγd L. R., Vol. 
101, No. 7, p. 1336. 
(30) op.α：t., at (27), p. 122. 
(30 前掲曹は，その歴史を丹念に検証したものである。
。ρ.cit., at (23）ー
また，こうした性急な政策転換の背景には，過去の
差別，あるいは奴隷制に対する「うしろめたさjも作
用していたと指摘されている。
Maimon Schwartzchild (1996), 
Law and Equality，” in A ComJうanio咋 tothe Philoso-
ρhy of Law and Legal Theory, ed. Dennis Patter-
son, Cambridge, Blackwell Publishers, p. 160. 
(32）過程の平等を巡る議論と重なる面もあるのだが，も
う1つの重要な対立として，平等を個人の問題として
捉えるか，集団の問題として捉えるか，という対立が
あり，保守勢力の主張は前者である。また，パーパ
(Sidney Verba），オーレン（GaryR. Orren）は，こ
うした基本的平等概念の対立を，「機会と結果」，「個
人と集団」，「政治と経済」，「理念と現実Jの四位相に
分けて検証しているが，保守勢力は，基本的にそれぞ
れの前者の立場を主張していると考えてよいであろう。
Sidney Verba, Gary R. Orren (1985), Equality in 
America, Cambridge,Harvard University Press, pp. 
5 20. 
(3) op. cit., at (27), p. 121. 
(34) op. cit., at (22), pp. 55. 
(35) 「平等な扱い」をめぐる議論に関しては，前掲の論
文が詳しい。
op. cit., at (32), p. 156. 
また，「平等な配慮と敬意」に関しては，その主唱
者であるドウォーキン（RonaldDworkin）と，イー
リー (JohnHart Ely）の問で，基本的には，同じ対
立の構図が繰り返されている。両者の主張については，
前掲書において詳細な検証がなされている。
。ρ.cit., at (22), pp. 13 56. 
(36) op.α：t., at (29), pp. 1336 46. 
(37) カラー・プラインドネス（color-blindness）とは，
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医学用語としては色盲の意味であるが，平等を巡る議
論においては，人種差別のないことを意味する用語と
して，用いられている0
0目。ρ.cit., at (29), pp. 1344 45. 
側前出［注］倒。
柵カナダ権利自由憲章第15条第2項。
仙カナダでは， 1982年の憲法改正に際して，第15条
における入念な平等権規定の制定をはじめとして，各
州が万全の体制で平等権保護の新体制に臨めるように，
敢えて発効まで3年の猶予期間を設定するなど，大幅
な平等権保護体制の拡充が図られた。この点について，
ホッグは次のように述べている。
「第15条は，全ての個人は，“法の前，および下に
おいて平等であり，法の平等な保護と平等な利益とに
預かる権利を有する”と定めている。このように四形
態もの平等の理念を持ち出したのは，カナダ権利章典
第1条bに記された，おなじみの“法の前の平等”の
文言を巡って，カナダの最高裁が示してきた一連の限
定的な解釈を覆すためであった。」
Peter W. Hogg, (1997), Constitutional Law of 
Canada, 4th ed., Scarborough, Ont., Carswell, p. 
1240. 
付BAnthony A. Peacock, (1996), Rethz・nking the 
Constitution, Don Mills, Ont., Oxford University 
Press, p.151. 
(43) Katherine Swinton, (1995），“Accommodating 
Equality in the Unionized Workplace，＇’ Osgoode 
Hall L. ]., Vol. 33 No. 4, pp. 707 8. 
(4) IWSGS MATTERS, V ol.1, Is. 2, 2002, I羽TSGS,
University of Toronto, p. 6. 
附カナ夕、における，マイノリティー問題，社会構造に
ついては，以下の書で，詳しく論じられている。
加藤普章（1990）『多元国家カナダの実験』未来社。
新保満（1989）『カナダ社会の展開と構造』未来社。
柵前出，刷。
仰） この歴史について，詳細な分析を加えた著作はいく
っかあるが，簡潔にまとめたものとしては，次のよう
な例がある。
関根政美（1988）「第十章：マルチカルチュラル・
オーストラリア」関根他『概説オーストラリア史』有
斐閣， 276-95頁。
側たとえば参政権など，いくつかの人権は，付随的，
ないし間接的に憲法上の規定による保護の対象となっ
ているが，それはあくまで統治機構規定の反射的効果
であって，例外的なものである。判例上，現行憲法に
よる明示的，ないし黙示的保障かや認定されている人権
については，以下で検証されている。
Murray R. Wilcox (1993), An Australian chaげU
of righお？， Sydney, Law Book Company, pp. 194-
209. 
(49) オーストラリアは，元々，母国イギリスの影響が強
82 
したとえば隣国のニュージーランドや，オーストラ
リアの各州が成文ながらも軟性の憲法典を持っている
ように，本来は軟性憲法となってもおかしくなかった
のだが，連邦制と州の独立性を守るという統治機構上
の必要性から，連邦憲法を高次法とする必要があった
と理解されている。
阿部照哉・畑博行編（1998）『世界の憲法集（第二
版）』有信堂， 78頁。
(50) この点に関係して非常に興味深いのは，権利章典の
制定を検討した憲法委員会（ConstitutionalCommis. 
sion）の草案において，カナダの権利自由憲章を参考
としつつも，敢えて「平等」という文言が条文に盛り
込まなかったことである。これは明らかに意図的なも
のであるが，平等という文言の解釈の困難さを避けよ
うと，「差別を受けない権利jに置き換えたものと理
解されている。
。ρ cit.,at (48), pp. 255-56. 
また，同条文は次の通りである。
「第124条Gl：全ての国民は，人種，皮膚の色，
民族的起源，性，配偶者の有無，あるいは政治，宗教，
ないし倫理上の信条に基づく差別を受けない権利を有
する。J
カナダについては，前出［注］臼I)。
(51) アイルランド系も含めて，“Anglo・Celtic”と，一
般的に表現される。
(52) こうした点は，「星条旗への忠誠Jが象徴する，単
ーの文化への同調を強要するアメリカ型の移民政策と
好対照と言えるが，もちろん，アメリカでも現実には
「人種のモザイクJと言われるように，各民族集団，
マイノリティーは，高度な多様’性を保っているので，
これは，ある意味，タテマエの話とも言える。
(53) オーストラリアの場合，連邦の立法権限に制約があ
るために，実効性のある法制化には州の協力が不可欠
となっている。
川村暁雄（2000）「オーストラリア人権及び機会均
等委員会」山崎公士編著『園内人権機関の国際比較j
現代人文社， 56頁。
(54) 同委員会，及び，オーストラリアにおける人権保護
制度の状況については，前掲書に詳しくまとめられて
いる。
向上， 5195頁。
(5) Margaret Thornton, (1990), The Liberal Prom・ 
ise, Melbourne, Oxford University Press pp. 17 8. 
(56) Cheryl Saunders, (1994），“Concept of Equality in 
the Constitution，” Future directions in Australian 
constitutional law, ed. Geoffrey Lindell, Sydney, 
Australian National University, pp. 230-31. 
(57) たとえば， HREOCにおける報告では，以下のよう
な例がある。
Tracey Raymond and Sofie Georgalis, (2002), 
“Dispute Resolution in the Changing Shadow of the 
Law，＇’ Human Rights and Equal Opportunity Com-
mission. Last updated, 19 Nov. 
http://www.humanrights.gov.au/complaints 
information/publications/ shadow_ paper .html 
Sev Ozdowsk, (2003），“The Australian Experi-
ence with Tribunals, Commissions and Ombuds 
men，＇’ Human Rights and Equal Opportunity Com 
mission. Last updated, 5 Feb. 
http://www.hreoc.gov.au/speeches/human_ 
rights/sino aus.html 
旧日） ただし，これは法文上の「機会の平等」という意味
で，一般的に理解される機会の平等とは，意味合いが
異なる。
（ゆ その典型が男女雇用機会均等法であるが，この法律
が大した効果を生んでいないことは，今日でも厳然と
残る，男女の地位，あるいは処遇の格差を見れば，一
目瞭然である。
剛たとえば玄田氏のように，劣位処遇者の容認を条件
とするような主張は，より実質的平等を志向する立場
に立つものと見ることができる。
前出［注J(4）。
制基本的には，平等権を保障する，自由民主主義の憲
法体制というマクロ的制度と，それを実現するための
具体的な法制度，及び諸政策といったミクロ的制度が，
それぞれの領域と機能を持って存在するため，ミクロ
早稲田政治経済撃雑誌 No.356,2004, 67・83
的制度が欠如した状態でも，マクロ的制度が適正に運
営されることで，実体的な平等が確保される場合とい
うのもありうる。
側たとえば，劣位処遇者からの苦情の処理という個別
的制度を例にとってみると，その制度が存在すれば，
手続的には，まず最低限の平等性が確保されているも
のと認められる。しかし，実際の運営において，苦情
を申し立てたことによって，当事者が逆に不利益な取
り扱いを受けたとすれば，実体的な平等は実現してい
ないものと認められる。そこで，苦情の申し立て者に
対する不利益な取り扱いの禁止を新たに制度に盛り込
めば，制度はさらに公平なものとなる。しかし，単な
る禁止で実効性が確保されるわけもなく，より実効性
を求めるならば，苦情処理過程の公開や，不当に不利
益な取り扱いを行った者をその地位から排除する制度
なども必要となってこよう。しかし，そもそも優位な
地位にある者が，自らに不利な制度を導入する可能性
は低いため，通常はより高位の決定権者の意思に依存
することになる。企業などの場合，劣位処遇者がこの
高位の決定権者になることはまずないが，政治におい
ては，劣位処遇者も一人一票を持った有権者，あるい
はより根元的には主権者の一人として高位の決定権者
となることもあるため，平等を巡る政治は独特の様相
を呈することにもなる。
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